
資料1―8―3　共同利用・共同研究拠点の認定等に
関する規程

共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程（文部科学省告示
第百三十三号）（抜粋）
学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）第
百四十三条の二第二項の規定に基づき，共同利用・共同研究拠
点の認定等に関する規程を次のように定める．

平成二十年七月三十一日
文部科学大臣　渡海　紀三朗
（趣　旨）
第一条
学校教育法施行規則（以下「規則」という．）第百四十三条の二
第二項の規定に基づく共同利用・共同研究拠点の認定その他の
共同利用・共同研究拠点に関する事項については，この規程の
定めるところによる．

（定　義）
第二条
この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当
該各号に定めるところによる．

一　申請施設　共同利用・共同研究拠点の認定を受けようとする
研究施設をいう．

二　関連研究者　研究施設を置く大学の職員以外の者で，当該研
究施設の目的たる研究と同一の分野の研究に従事する者をいう．

三　共同利用・共同研究　大学に置かれた研究施設を利用して行
われる研究であって，募集により関連研究者が参加して行われ
るものをいう．

（認定の基準）
第三条
規則第百四十三条の二第二項に規定する共同利用・共同研究拠点
（以下「拠点」という．）の認定の基準は次のとおりとする．
一　申請施設が，大学の学則その他これに準ずるものに記載され
ていること．

二　申請施設が，研究実績，研究水準，研究環境等に照らし，当
該申請施設の目的たる研究の分野における中核的な研究施設で
あると認められること．

三　共同利用・共同研究に必要な施設，設備及び資料等を備えて
いること．

四　共同利用・共同研究の実施に関する重要事項であって，申請
施設の長が必要と認めるものについて，当該申請施設の長の諮
問に応じる機関として，次に掲げる委員で組織する運営委員会
等を置き，イの委員の数が運営委員会等の委員の総数の二分の
一以下であること．

イ　当該申請施設の職員
ロ　関連研究者
ハ　その他当該申請施設の長が必要と認める者
五　共同利用・共同研究の課題等を広く全国の関連研究者から募
集し，関連研究者その他の申請施設の職員以外の者の委員の数
が委員の総数の二分の一以上である組織の議を経て採択を行っ
ていること．

六　共同利用・共同研究に参加する関連研究者に対し，申請施設
の利用に関する技術的支援，必要な情報の提供その他の支援を
行うために必要な体制を整備していること．

七　全国の関連研究者に対し，共同利用・共同研究への参加の方

法，利用可能な施設，設備及び資料等の状況，申請施設におけ
る研究の成果その他の共同利用・共同研究への参加に関する情
報の提供を広く行っていること．

八　共同利用・共同研究に多数の関連研究者が参加することが見
込まれること．

九　多数の関連研究者から申請施設を拠点として認定するよう要
請があること．


